11年６月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジをして下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消費税廃止各界連絡会
　
ご通行中のみなさん、こんにちは。私たちは労働組合や民主団体で構成している、消費税廃止各界連絡会です。消費税の税率引き上げに反対する宣伝・署名行動をおこなっています。いま、チラシやティッシュをお配りしています。どうぞ受け取ってお読み下さい。そして、国会への請願署名にどうぞご協力ください。

３月11日（金）に発生した東日本大地震は、３カ月たとうとしている今も、先の見えない不安を全国に与えています。いまだに多くの被災者が、不自由な暮らしを強いられ、心身ともに深い苦しみと疲れを抱えています。
また、「地震と津波は天災だが、東京電力の福島第一原発事故は人災だ」との怒りが広がっています。原発の地震・津波対策の弱さは住民や専門家、国会でも指摘されていたにもかかわらず、“安全神話”を繰り返して対策をサボリ続けてきた東京電力と、国策として原発建設を推進してきた歴代政府の責任は重大です。

６月上旬の内閣不信任案騒動は、国民・被災者不在の国会の姿をあらわにしました。この茶番劇をかくれみのに、同じ６月２日、菅首相が議長を務める「消費増税と社会保障の一体改革を議論する集中検討会議」は、『消費税を２０１５年度までに段階的に10％に引き上げ、使い道は社会保障に限る』と打ち出した改革原案を発表しています。
政府は消費税率引上げを「震災復興財源に」といって正当化しようとしましたが、国民の反対の前に、今度は「社会保障財源の目的化」を言い出しました。被災者にもかかる消費税を値上げするのは、不況や震災に追い討ちをかける愚策としか言いようがありません。

大震災からの復興に、巨額の救援復興予算が必要なのは事実です。政府は、総力をあげて被災者支援と復興に取り組んでいくべきです。しかし、私ども消費税廃止各界連絡会は、被災者の方々にいっそうの苦しみをもたらし、被災地域の復旧・復興の流れを阻害することにもなる消費税の増税には反対です。
　消費税は、被災者も払わなくてはならないことでわかるように、弱い立場の人ほど負担が重くなる消費税は、社会保障にもっともふさわしくない税金です。
みなさん、消費税に頼らなくても日本には、復興財源や社会保障拡充のための財源はあります。大企業・大資産家へのゆき過ぎた減税をただし、軍事費や、約３２０億円の政党助成金どを聖域とせず、メスを入れれば、数兆円から10兆円規模の財源が生まれます。ところが、このような時期に、政府が在日米軍のための「思いやり」予算を、今後5年間一兆円を越えるお金を出し続けるという特別協定をどさくさまぎれに成立させたことをご存知でしょうか。

大企業が溜め込んだ内部留保のうち、現金預金などの手持ち資金は合計で約63兆円にもなっています。その１割を活用して復興債権を引き受けさせれば、さらに数兆円が確保できます。
みなさん、いま、政府がとるべき道は、国民への負担押し付けではなく、政治の責任で震災復興や雇用、社会保障の拡充など国民や被災者の不安を解消することこそ求められているのではないでしょうか。私たちは、こういうときこそ、被災者の心に寄り添った、日本国憲法の息づく復興支援策が必要だと考えています。一人ひとりが大切にされる社会の実現にむけて、主権者として「憲法守れ」の声を大きく広げてまいりましょう。
